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ビットコインを含む仮想通貨の仕組みや概要
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価値記録は600種類以上存在

価値記録全体の時価総額は7,500億円（2015年11月9日現在）
91%がビットコイン（6,857億円）

出展 http://coincap.io2



電子署名されたメールのつながり
私は中本さんに１００BTCをあげます。

その結果残高は４００BTCとなりました。
ジョン

私はジョンさんから１００BTCをもらいました。
私は佐藤さんに１０BTCをあげます。

その結果残高は９０BTCとなりました。
中本

私は中本さんから１０BTCをもらいました。
私は黒川さんに１０BTCをあげます。

その結果残高は０BTCとなりました。
佐藤

署名によりメールの内容が絶対
に保証されており、過去のすべ
てのメールが保存されている。

メールをたどればすべての
人の残高がわかる。

ビットコインの世界では、
ブロックチェーンと呼ぶ
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ビットコイン・ブロックチェーンの実体

ビットコインは有体物ではなく、電磁的記録です。
ブロックチェーンは普通のデータベースです。

データサイズは現在約50GB。P2Pで全世界の誰もが無料で共有できる（分散型）データベースです。
2009年1月からのすべての取引が記録されており、すべて公開されていることが特徴です。
稼働率は１００％。システム開発、運用コストが１０分の一にできる可能性を秘めた次世代のテクノロ
ジーです。

P2Pでそれぞれのコンピューター（Node）が情報を
交換しています。
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ビットコイン・ブロックチェーンの構成要素
ブロックチェーン：ビットコインの過去の全取引データ

ブロック：約10分毎に取引をまとめたもの

トランザクション（取引）：ビットコインの取引

アドレス：ビットコインの取引時に指定する口座番号

Source: http://chainflyer.bitflyer.jp
https://bitflyer.jp/Glossary

一番右のGENESISブロックが歴史上最初にできたブロック
2009年1月4日 3時15分05秒（JST)
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世界及び日本での利用状況
（取引状況、ユーザー数、利用できる店舗数等）
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ビットコインの価格・取引量

取引量

(参考資料) BlockChain.info

２０１５年１月 ＄２７７
２０１５年４月 ＄２１６
２０１５年７月 ＄３０９
２０１５年１１月 ＄４３７

価格

２０１５年１月 約９５億円/日
２０１５年４月 約６７億円/日
２０１５年７月 約１２６億円/日
２０１５年１１月 約２００億円/日
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出典：http://www.coindesk.com

世界中で使われているビットコイン

世界で約1,000万ウォレットが生成されている。
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世界中で使われているビットコイン

出典：http://www.coindesk.com

世界で約10万事業者がビットコイン決済を採用。
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世界中で使われているビットコイン

出典：https://coinmap.org/

世界で約7千のリアル店舗がビットコイン決済を採用。
10



日本での普及は遅れている

国内約600事業者がビットコイン決済を採用
弊団体調査 11



JADA加盟の交換所の、交換所業務、
決済サービス業務の内容
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ビットコイン販売所（ビットコイン販売・買取）

ビットコイン販売所では事業者が取引相手となりビットコインの売買が行われます。
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bitFlyer Lightning （ビットコイン取引所）

ビットコイン取引所ではお客様同士の発注、取引を行うプラットフォーム
（取引所）を事業者が提供します。 14



Kraken Coincheck
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bitWire SHOP（ビットコイン決済）

事業者がビットコイン決済を処理することで
店舗は売上をビットコインでも日本円でも受け取ることができます。

16



Coincheck payment（ビットコイン決済）
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規制に係る要望（利用者保護中心に、財務規制、
分別管理、外部監査等に関する意見を含む）
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自民党ＩＴ戦略特命委員会・資金決済小委員会の見解

２０１４年６月１９日発表資料より抜粋
19



ビットコイン取扱事業者に対する法制度の概要（案）

FATFガイダンスによりマネロンの排除の法制定、価値記録取引所の登録・免許制の導入が勧奨。中間報告及び
既存法制との整合性を取りつつ更なるマネロン排除を図ることは業界の信頼性に資する状況

マウントゴックス倒産後、自民党IT特命戦略委員会が中間報告制定。価値記録の有用性を認め、新
規ビジネス促進の趣旨から新規制を導入せず、業界団体による自主的な取り組みを促す方向

○ 登録制

○ 情報の安全管理義務

○ 分別管理義務

○ 利用者保護措置（リスク説明義務等）

○ 帳簿作成保存義務

○ 監督（報告・立入検査等、監督官庁によ

る業務改善命令・業務停止命令）

○ 罰則

○ 特定事業者にビットコインの取
引所・販売所等を追加

○ 200万円超のビットコインの売買
取引に取引時確認義務（※）

(※ FATFガイダンス15,000USD/15,000EUR相
当。但し金額については更に厳しくするか要検討）

○ 疑わしい取引の届出義務

○ 確認記録、取引記録の作成保
存義務

○ 監督（報告・立入検査等）・罰則

○ ビットコイン取引業界が自主的
に設立する一般社団法人を認定協
会として監督官庁が認定

○ 同協会の認定業務として、以下
の業務を行うことを想定

・自主ルールの策定・普及

・悪質な取引所に関する情報収集及び情
報提供

・利用者からの苦情処理

・反社会的勢力排除の取組み 等

業界の自主的な取組み
推進のための制度

マネー・ローンダリング
排除のための制度

○ 消費税法上の非課税取引としての位置づけ（※1）

○ キャピタルゲインに対する法人税及び所得税の課税（※2）

○ 支払調書の提出（※3） ○ 国外送金調書等の不提出

税法上の取扱いの明確化

（※1 ビットコインはその後に物・サービスの給付を受けるために利用
されるものであり、二重課税を避けるため、物品切手等と同様に非課
税取引に位置づけることが相当。）

ビットコイン取引所に対
する業規制

（※3 金地金等の譲渡の対価の支払調書と同様に、200万円超の取
引について告知及び支払調書の提出を義務づけることが相当。）

（※2 ただし、ビットコイン取扱事業者は源泉徴収義務を負わない。）
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事業者間で異なる本人確認

消費税

仮想通貨における事業の位置づけの曖昧さ

仮想通貨購入時の消費税課税が普及の妨げになっている。
国際価格より8％高ければ、ユーザーは海外で仮想通貨を購入し国内で使用する
可能性がある。

自主規制団体は強制力がなく、本人確認が事業者によって異なる。
監督官庁を決めることでルールが統一され公平な競争が促進される。

事業として行って良い範囲が曖昧で新規事業を積極的に行えない。
仮想通貨事業者という理由で銀行・広告・投資家等に拒絶される。

法規制上の課題
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消費税

財務・監査・本人確認等の要件
ベンチャー企業で小規模事業者であることを考慮した財務・監査・本人確認等の
要件にして頂きたい。
例）最低資本金１０００万円

物品切手等と同様に非課税取引に位置づけるようにして頂きたい。欧州司法裁判
所では支払い以外の機能を持たない支払手段と認めVAT適用除外であるとの判決。

法規制上の提案
規制全体について
既存の法体系との整合性と新規ビジネス促進（世界との競争）の趣旨とのバラン
スの取れた規制にして頂きたい。
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